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はじめに 
 第二次世界大戦の末期，1944 年 8 月 25 日には連合国軍によりパリは解放される。フランスはドイ
ツ占領下を脱し，新しい学習プログラムが 1944 年に公布された。戦後初期の学習プログラムおよび
教科書については，別稿をすでに起こしたところである（1）。本稿はその後，1950 年代の小学校完成




























































 ２．1950 年代の小学校完成級における「道徳・市民教育」 






























3-1 1960 年代の小学校道徳教育 

















問」からはいる。合計 20 あるが，例示は以下の通りである。 
・フランス人である医師シュヴァイツアーは 1953 年にノーベル賞を受賞した。われわれはそれを
誇りに思う権利はあるか？ 









































d’enseignement secondaire, CES）」が設置され，急速に普及していく。 
中等教育における学習プログラムは，1959 年に「市民教育（instruction civique）」科の時間が設









































































 なお，この時期は 1968 年の「五月危機」を契機に，学校管理評議会など様々な評議会が中等学校
に設置が義務付けられた時期である。すなわち，クラスごとに学級代表の選出，および学級代表のう







































1976 年 12 月 26 日政令で小学校における教育内容に関する規定がおかれ，「小学校の教育は…家庭
と共同して道徳・市民教育（éducation morale et civique）を保障する」と書かれた。学習プログラ
ムにおいて目覚まし活動（それまでの「目覚まし教科」）が週 7 時間となり，基本的には以前のもの
を継承する。アビ改革期以降は，道徳教育にあたる単語はこれまで主として知育をあらわす
instruction morale から，全人教育をあらわす éducation morale に取ってかわられるようになる。 
学習プログラム上は，「道徳・市民教育」は目覚まし活動の一部とされる理解もありうるが（42），そ
の内容からしても学校全体として「道徳・市民教育」が行われていたと考えてよい。 
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